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自動車総連ニュース

【いそざき哲史 参議院議員】
数千点もの部品を扱う企業もある中で、現場からは帳票類の統一化などを求
める意見も出ている。また、アンケート等の政府調査で拾える声は中小企業
全体（約330万社）のごく一部の数パーセントに過ぎず、どの企業が適切に対
応しているかの実情把握は十分ではない。見えない実態が存在することも考
慮した上で、情報収集体制の強化や労務費転嫁指針などの周知などに、取
り組んでいただきたい。

【武藤容治 経済産業大臣の答弁は動画をご視聴ください】

中小企業のための価格転嫁対策

いそざき議員、はまぐち議員

日本経済全体での賃上げ実現のため、
政府による価格転嫁対策の強化、下請法改正の早期施行を求める！

中小企業は、原材料を海外から輸入しており、正に円安影
響が直撃している。為替リスクによる原材料価格の変動につ
いて、中小企業は適切な価格転嫁ができているのか？
政府の見解を伺いたい。

。
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【武藤容治 経済産業大臣の答弁は動画をご視聴ください】



中小の賃上げに間に合うよう、
下請法改正の施行を26年1月までに実施いただきたい。
そうしなければ来年度の賃上げに、法改正の効果が出ない！

【石破総理】の答弁は
動画をご視聴ください。

賃上げ実現に向けた下請法改正の早期施行

本件に関するお問い合わせ・ご感想は自動車総連 業種政策局までご連絡ください。
（右のQRからご入力いただけます）
本質疑詳細内容は、インターネット審議中継にて録画をご覧になれます。
https://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php

【武藤大臣】の答弁
は動画をご視聴くだ
さい。

下請法改正のポイント

✓ 協議を行わない、必要な説明
や情報を提供しないことなどに
よる、価格据え置きの禁止

✓ 物流24年問題への対応として、
発荷主と元請運送事業者の
取引を新たに対象化

✓ 適用基準に、従業員数300
人の区分を新設

✓ 直接の取引先のみならず、そ
の先の取引先まで支援可能に

参考）公正取引委員会_「下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正する法律案」
         中小企業下請法・下請振興法改正法案の概要

石破茂
内閣総理大臣

武藤容治
経済産業大臣

はまぐち誠
参議院議員

https://www.webtv.sangiin.go.jp/webtv/index.php
https://forms.gle/Y7ADkSfzBMjEvnbi8
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/mar/250311_gaiyou02.pdf
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